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抄録： 読影レポートなど検査結果の確認漏れへの対策が多くの施設で実施されているが，効果が頭打ちな施

設が多い．大船中央病院では，読影アラート緊急通知機能を開発し，システム化による対策を行い，1週間以内に

既読率 100%を達成している．この機能の特徴は，できる限り少ないのマンパワーで通知範囲の拡大も含めた自動

繰り返し通知機能を有する点にある．しかし，頻回に通知が出ることが受け手の医師に過度な負担を強いている

可能性が考えられ，この負担感をアンケート調査により確認した．結果，本機能の有用性や，臨床情報の共有・伝

達における必要性の理解から，アラートの方法も含めおおむね良好な受入状況であることがわかった．適度な負

荷は病院情報システムの長年の懸案である「アラート無視」に対する対策の一つとしての可能性が示唆された． 
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1. 背景 

読影レポートをはじめとする検査結果の確認漏

れが主要因とされる医療事故がたびたび発生し

ており[1]，各施設でさまざまな対策が実施されて

いる．例えば人間系で未読者に注意喚起する方

法は，臨機応変なきめ細かい対応が期待できる

が，その分だけマンパワーやスキルが必要となり，

システム系での対策では，通知が意図したとおり

に機能しないなど効果が頭打ちな施設が多い．  

大船中央病院（以下，当院）では，読影レポー

トの未読が主要因と考えられる事例を経験したの

を機に読影アラート緊急通知機能（以下，本機

能）を 2014年 10月に実装し現在も運用継続中で

ある．本機能の特徴は 2 つある：(1)少ない労力で

レポートの閲覧を促す環境の整備を目指し，読影

医によるアラート対象検査の選択後，検査の依頼

医師（以下，依頼医）が当該レポートを開くまでシ

ステムがアラートを繰り返す，(2)依頼医でなくても

レポートの内容に合わせた医療を提供できること

が本質と考え，依頼医が 3 営業日以内に開かな

い場合，依頼医の診療科の医師全員に対しても

システムが同様の通知を送る．システムログによる

評価の結果，運用開始からのアラート対象検査

全症例の平均で(2)によらずに既読となったのは

97.9%，(2)により既読となったのは 2.1%で合わせ

て既読率 100%を達成している[2]．特に 2016年 2

月以降はアラート発生から 1 週間以内に全症例

が既読となっている． 

2. 目的 

少ないマンパワーで確認漏れを防止する対策

として，本機能が有効に機能したことは稼働実績

より明らかである．このことは，病院情報システム

の長年の懸案である「アラート無視」に対する改善

策としての本機能の可能性を示唆している．しか

し一方で，本機能がシステム利用者（以下，利用

者）に対して過度な負担やストレスを与え，逆に医

療安全の阻害要因になっている可能性が懸念さ

れる．そこで本研究では，本機能が医師に過度な

負担やストレスを与えていないかを評価した．  

3. 目的 

2017年 4月 10日から 15日に当院に勤務

した医師全員に対し，自記式多項目選択方

式の質問用紙を配布・回収する形でアン

ケート調査を実施した． 
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4. 結果 

(1)回答率： 65.4%（51/78）． (2)アラート受信

経験者（以下，受信経験者）: あり 34 名/なし 13

名/無回答 4名． 以下の設問は受信経験者を対

象とした． (3)年齢層: 20 代 3 名  / 30 代 5 名  / 

40 代 7 名  / 50 代 11 名  / 60 代 5 名  / 無回答 3

名．  (4)アラートの表示にストレスを感じるか？ : 

感じる 26.5% / 感じない 64.7% / 無回答 8.8%．

「感じる」の回答は全員 45 歳以上． (5)アラート

に応答するモチベーションは？（複数回答可） : 

臨床的に確認する必要がある 88.2% / 何度もア

ラートが出て操作面で負担 14.7% / ストレスを感

じる 11.8%． (6)アラート対象レポートの内容につ

いて : 早期に把握すべき予想外の内容が多い

38.2% / 早期に把握すべき予想外の内容が少な

い 8.8% / 予想外の内容の多少が半々程度

38.2% / その他 14.7%． (7)アラート受信で，医

療安全のリスクを感じたことは？: ある 20.6% / な

い 70.6% / 無回答 8.8%．「感じた」の内容は「端

末操作の中断が入力ミスを誘発 0 名  / 思考の中

断が判断に影響 2 名  / 別患者の情報が出て患

者間違いを起こしかけた 2 名  / ストレス（イライラ）

が別のミスを誘発 1 名  / その他 1 名  / 無回答 2

名． (8)読影アラート通知機能の総合評価 : 本

機能に肯定的（歓迎＋許容）82.3% / 否定的（機

能停止希望＋支持しかねる）8.8%．． 

5. 考察 

本機能は「利用者の作業を妨げるような割り込

み表示により利用者にストレスを与え，レポートへ

のアクセスを促す」ことを念頭に設計した．そのた

め「ストレスを感じる」との回答が多いことを予想し

たが 27%に留まり，かつ 40 歳代前半以下では皆

無であった．若い世代ほどオーダエントリーシステ

ムや電子カルテの利用が当然の環境でキャリアを

積んでいることから，様々なアラート表示やスキッ

プ操作に慣れており，本機能もその延長線で自

然に受け入れられた可能性が考えられる．  

アラートに応えるモチベーションについて，約

88%が「臨床的に確認する必要がある」を挙げた．

レポートの内容の臨床的な重要性が本機能の利

用・受け入れに大きく影響していることが分かった．

すなわち，利用者がアラートで共有・伝達されるレ

ポート内容の緊急性・重要性に納得できることが，

既読率 100%達成の重要なポイントであることが示

唆された． 

「割り込み表示などの本機能で医療安全のリス

クを感じたか？」の設問に対し，約 20%の利用者

が「はい」と回答したが，「レポートを読み落として

いたらリスクが発生したと思うか？」の意図での回

答が数名いることが後に判明した．このため本来

意味での「はい」は 20%よりも少ないと考えられる． 

総合的には約 82%の利用者が本機能を支持

していた．今回想定した「過度なストレス」があると

いう意見も散見され，またその感じ方には年齢層

による違いが認められたが，繰り返し警告する，警

告対象を選択する，という方法も含めて本機能は

受け入れられていることがわかった． 

6. 結語 

読影アラート緊急通知機能の院内医師の受入

状況についてアンケート調査を実施した結果，本

機能の有用性や，臨床情報の共有・伝達におけ

る必要性の理解から，アラートの方法も含めおお

むね良好な受入状況であることがわかった．また，

適度な負荷は病院情報システムの長年の懸案で

ある「アラート無視」に対する対策の一つとしての

可能性が示唆された．今後，医療安全面での懸

念の解消や，本機能が有効な他の場面の検討を

行うことが重要である． 
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